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22 28

関係する計
画、通知等

－ －

22年度 23年度要求

会計区分

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

担当課室

船舶産業課
検査測度課
安全基準課

海技課

上位政策

課長　今出　秀則
課長　秋田 務
課長　久保田 秀夫
課長　尾形 強嗣

海事局

一般会計

担当部局庁

公共交通の安全確保・鉄道の安全性向上、ハイ
ジャック・航空機テロ防止を推進する

総事業費(執行ベ ス)

38

19年度 20年度 21年度

執行額

予算額(補正後） 40

事業番号 339

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(国土交通省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
平成１５年度小型船舶利用適正化に向けた総合対策

執行率 91.4% 57.9% 70.0%

【平成２１年度】
①小型船舶操縦士制度に基づく安全取締り等を２４６回実施。
②小型船舶に対する安全確保対策に関するパトロール指導を４９，３０５隻に対して実施。
③ミニボートの安全対策のための調査を１件実施。
④小型船舶の水域利用ルール策定指針に関する調査を１件実施。
⑤小型船舶利用者に対する啓蒙普及活動等を実施。

32

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

事故の未然防止と健全な利用振興を推進する観点から、①小型船舶操縦士制度に基づく安全取締り等、②小型船舶
に対する安全確保対策に関するパトロール指導、③ミニボートの安全対策のための調査、④小型船舶の水域利用ルー
ル策定指針の検討、⑤小型船舶利用者に対する啓蒙普及活動等を実施する。

小型船舶に対する「安全・環境」、「利用適正化」に係る対策を総合的に実施することにより、海難等による死亡・行方不
明者数の減少、近年社会問題化している小型船舶による環境問題の解消・低減、小型船舶の健全な利用振興及び関
連産業の活性化を図ることを目的とする。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）
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【予算科目】
公共交通等安全対策費

公共交通等安全対策に必要な経費
- - 諸謝金
- - 職員旅費
- - 委員等旅費
- - 公共交通等安全対策調査費

地方運輸行政推進費
公共交通等安全対策に必要な経費

- - 諸謝金
- - 職員旅費
- - 公共交通等安全対策旅費
- - 委員等旅費
- - 公共交通等安全対策調査費

総事業費(執行ベース) － － －

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

【抜本的改善】
予算執行率が低いため、平成２３年度の予算要求に際して必要額を再検討すべき。企画競争による契約について、一般競争入札
制度を導入するなど調達方法を見直し、更に効率的な予算執行を図るべき。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

今後も支出先の使途把握を通じ契約内容の点検・見直しを行う等、効率的かつ効果的な予算執行に努める。

各種調査について、その内容、進め方について必要な指示を行うとともに報告書を提出させ、予算が目的に沿って効果
的に使用されていることを確認している。

補
　
記

百万円 0

百万円 0

95063
95063

95063
95063
95063 2122 08

95
192

2129 06
2122 08

95016 2129 06
95016 2122 08
95016 2122 08
95016 2123 09

2122 08
2123 09

0

0

百万円
8 百万円 5 百万円
1 百万円 1 百万円

百万円
18 百万円 12 百万円

1 百万円 1 百万円
2 百万円 1 百万円
0 百万円 0 百万円

(21年度予算額) (21年度決算見込額)

95
033

10 百万円 8 百万円

(21年度予算額) (21年度決算見込額)



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)



関東運輸局

0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に

計 2 計

印刷費 資料、報告書印刷 0

旅費 調査実施旅費 0

人件費 調査実施人件費 2

B.個人 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

2計 3 計

調査実施旅費 0印刷費 報告書印刷費・イラスト経費 0 旅費

外部委託費 アンケート業務 2 人件費

人件費 調査実施人件費 1 外部委託費

使　途
金　額

(百万円）

調査実施人件費 1

現地調査及び情報マップ作成 1

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

A.(社)日本舟艇工業会 E.(特)海の駅ネットワーク

0計 5 計

印刷費 報告書印刷費・委員会資料 0

人件費 調査実施人件費 2

使　途
金　額

(百万円）

外部委託費 現地調査費 3

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

0

D.(社)日本舟艇工業会 H.

計 6 計

その他 謝金、旅費 1

調査費 小型船舶利用振興に係る調査 5

C.関東運輸局 G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）



【別紙】

№ 支出先
金額

（百万円）
№ 支出先

金額
（百万円）

1 (社)日本舟艇工業会 3 1 (社)日本舟艇工業会 5

2 (特)海の駅ネットワーク 2 2 (株)広島朝日広告社 1

3 (株)サンサポート北海道 1 3 (特)海の駅ネットワーク 1

4 (財)日本海洋レジャー安全・振興協会 0 4 (特)兵庫県の水域の秩序ある利用を進める会 0

5 オフィス・E 0

6 横浜国際マリンエンターテイメントショー出展事務局 0

7 新西宮ヨットハーバー(株) 0

№ 支出先
金額

（百万円）
№ 支出先

金額
（百万円）

1 関東運輸局 6 1 (特)海の駅ネットワーク 2

2 九州運輸局 5 2 個人 1

A. 公益法人、民間企業等(4社) 　6百万円

Ｃ．地方運輸局等(10機関) 　18百万円

Ｄ. 公益法人、民間企業等(7社) 7百万円

Ｅ. 民間企業等(2社) 　3百万円

3 中国運輸局 2

4 四国運輸局 1

5 神戸運輸監理部 1

6 東北運輸局 1

7 北海道運輸局 1

8 近畿運輸局 1

9 北陸信越運輸局 0

10 中部運輸局 0
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